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１．はじめに 
 近年、知識基盤社会、情報化社会、生涯学習社会の必要性が叫ばれ、グローバル化、

ユニバーサル化の到来（田中 2003）により、大学で求められる、学生の学習が大きく変

化してきている。わが国では、そのような予測困難な時代において、大学生に対して「主

体的な学び」を促すことが求められるようになった（文部科学省 2012）。主体的な学び

について金子(2012)は、学習を様々な形式での「授業」、授業外に行う授業関連学習であ

る「自律的学習」、資格試験やサークルボランティア活動といった正課外での活動である

「自主的に行う学習や経験」の 3 つのレベルに分類して、各レベルで主体的な学びを促

す教育が必要であると述べている。この要請に応えるために、大学教員のデザイナーと

しての教師（吉崎 1997）の役割は、従来よりも拡張しており、授業だけにとどまらず、

授業外学習なども想定してデザインしなければならなくなっている。 

 一方で、大学の教員は依然として教育のための訓練を十分に受けてきていないことが

現状である。大学教員は、授業をデザインする際、自らの経験を頼りにするしかなく（神

藤 2003）、そこから学生の学習を踏まえて広く授業をデザインするのは非常に困難な状

況にある（藤田 2010）。 

 このような問題に対して、わが国では、2008 年の Faculty Development（以下 FD）の

義務化（文部科学省 2008）に伴い、講演会や研修プログラムという形で相次いで支援策

が示されるようになってきている。教育の知識が乏しい大学教員にとっては、これらに

参加することは有用な経験となる。しかしながら、これらはあくまで一般的な支援であ

り、大学教員として持続的な成長を支えるような支援制度とは言い難い。教授活動は、

学生の学習に応じてデザインすることが重要であるが（大山・田口 2013）、大学教育は、

個々の大学や学科、さらには授業によって教育目標や社会的環境が異なっていることが

特徴である（神藤 2003）。個々の授業にいたっては、分野特性、授業形態、人数、学生

の理解度や態度という、さらに詳細な文脈特性が備わっており、教員は絶えず変化する

状況に応じて、自らの教授活動を柔軟に変化させる必要がある。 

 したがって、大学教員が自らの授業文脈の中で、持続可能に改善活動を実施できるこ

とが重要であり、そのためには、研修プログラムなど外部からの情報を得るのみではな

く、自らの教授活動をふりかえり、捉え直す省察が有用であると考えられる。省察のア

プローチによる教育改善は、これまで初等・中等教育で盛んに行われてきており、それ
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らの知見が参考になるだろう。また、大学教育においても、教員の省察の重要性が注目

されるようになり、FD プログラムの中でも教員の省察を促すような実践が実施され、そ

れを支援するツールや手立てが紹介されてきている（田口ほか 2013 ; 大山・田口 印刷

中など）。ただし、教員は教授活動を手当たり次第にふりかえればよいわけではない。改

善の目的や文脈に応じて、対象やタイミングなどを選択的に操作し、質の高い省察を行

う必要がある。しかしながら、現状では、省察による教育改善の重要性が問われている

ものの、自らの文脈において省察するための手がかりとなる知見は十分ではない。 

 そこで本稿は、大学教員が教授活動の改善に向けて、目的に応じた省察を促すための

ツールや手立ての特徴を整理することで、省察の枠組みを提示することを目的とする。 

 

 

2．大学教育における教員を取り巻く環境の特徴 
 大学教育における、教員の省察に着目するためにまず、大学教育、および大学教員を

取り巻く環境の特徴や課題を抽出して整理する必要がある。本章では、大学教育におけ

る教授活動に関して、「教授学習プロセス」「成長プロセス」「教育改善プロセス」の特徴

に着目して述べる。 

 

2.1. 大学教育における教授学習プロセスの特徴 

 大学におけるカリキュラムの定義は

様々であり重層的であるとされている

が、溝上(2006)は「教える視点と学ぶ

視点を併せ持つ教育課程」と定義して

おり、教授過程のみだけではなく、学

生の学習という視点が含意されている。 

 松下（2012）は、大学のカリキュラ

ムを授業の階層性として図 1 のように

捉えている。図 1 より、大学教育では、

個人の教員が関わるのは、コースと授業であることがわかる。初等・中等教育の場合、

教員は教科を担当しており、その中に詳細な単元が存在する。一方で大学の場合は、セ

メスター制の場合、半期間 15 回の授業を 1 つのコースとして、科目を担当することにな

る。したがって、教員は、自らの教授活動について検討する際には、1 回の授業のみで

は不十分であり、教員が担当する最大の単位であるコースとして、いかに学生に学ばせ

るのかを熟考する必要がある（Hutchings 1998）。では、大学教員はどのようにコースを

デザインすればよいのであろうか。 

 初等・中等教育と大学教育において、教授学習プロセスの最大の相違点ともいえるの

は、大学には学習指導要領が定められていないことである。このことから大学では、教

員自らが担当するコースに基づいて、学習目標・内容・形態・方法・評価を決定しなけ

ればならないのである。そこで特徴づけられることは、教える内容が既に確立された知

 

図 1 大学授業の階層性 

（松下(2012)p.85 より引用） 
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識だけではなく、研究に依拠した知識に基づいていることである。大学における教育と

研究の一致をめぐって、19 世紀のドイツ大学型のフンボルト理念に関する議論は長年続

いている。近年の大学のユニバーサル化に伴い、大学の機能別分化の必要性が問われる

ようになり (文部科学省 2005)、わが国においても、研究中心の大学か教育中心の大学

かというように分化が進められつつある。とはいえ、現に日本において、「研究を通じて

の教育」であるフンボルト理念は、卒業論文やゼミ等を通して様々な大学で生き続けて

いることも事実である (潮木 2008)。このことから、大学教員は、確立された知識を選

択的に教えるだけではなく、学問として未だ完全に解決されていない知識を創りあげな

がら、教えなければならないのである。 

 また、その内容をどのように教えるのかという授業形態や方法に関して、近年の大学

では、教師中心の授業から学生中心の授業へというパラダイム転換が起きていることか

ら（Entwistle 2009; 山内 2010）、わが国でも多様化してきている。また、情報技術の

発展に伴い、個別の学生に応じた教授が可能となるなど（大山ほか 2011）、選択肢が増

えてきている。それは、学生の能動的な学習を促すようなアクティブ・ラーニング型の

授業（Bonwel 1991；溝上 2007）に代表されるように、教員が一方向に講義を行う従来

型の授業から一線を画すものとなっており、中央教育審議会答申『学士課程教育の構築

に向けて』（文部科学省 2008）のように政策も後押ししている。しかしながら、現在行

われるアクティブ・ラーニング型の授業は、学生の外的な能動性への注目にとどまりが

ちである。大学のカリキュラムの定義を踏まえると、内容理解といった学生の内的な学

習を踏まえることが重要である（松下 2009; 溝上 2011）。 

 このように、大学教育における教授学習プロセスをみると、大学教員がコースや授業

をデザインするということは、学生の学習を十分に踏まえた上で、不安定な知識や新た

な授業形態を操作的に扱いながら模索し、創りあげていかなければならないという困難

さが伴っていることがわかる。 

 

2.2.大学教員の成長プロセスの特徴 

 大学教員は、初等・中等教育の教員とは異なり、必ずしも教える専門家を目指してき

ているわけではない。先述の通り、教育に関する訓練を受けてきておらず、研究者にな

るための訓練を中心にしてきた。しかし、教員という職を得た瞬間から否応なく学生の

前で教鞭をとらなければならないのである。 

 このような状況は、大学教育の質保証として十分ではないという批判から、英国では、

高等教育アカデミー（HEA: Higher Education Academy）が指揮をとり、大学で PGCHE 

(Postgraduate Certificate in Higher Education)という新任教員の資格制度をしいて

いる。PGCHE では、主に新任教員が、30 単位（最大 60 単位）を目安として、大学におけ

る教育に関するプログラムを受講するシステムとなっており、学生中心の授業のプログ

ラムが展開されている（加藤 2008）。また米国では、大学教員になるためのプログラム

や認証制度が設置されているわけではないが、終身教員になるまでは全て任期制の下で

採用され、教育や研究について高い業績を挙げた者のみが終身教員に採用されるテニュ
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ア・トラックの制度がしかれている（清水 1997）。このシステムにより、米国では若手

やパートタイムの教員は、教育に注力し、その業績をティーチング・ポートフォリオ 

(Seldin 2009 ) に記すなどエビデンスを蓄積している。わが国では、英国や米国のよう

な制度はないが、大学教員の入り口段階における教育支援であるプレ FD が研究大学を中

心に展開されてきている。その対象範囲は TA としての大学院生から初任教員としての非

常勤講師と幅広い（田口ほか 2013）。 

 ただし、近年このような大学教員に対する教育の支援が充実してきてはいるが、大学

教員としての成長は、研究と教育の間の葛藤を有するものであり（有本 2008; 2010）、

大学教員は研究者として、また教育者として呼応を伴う成長プロセスという特徴がある

と考えられる。また、勤める大学の文脈によって求められる教育が異なることから、大

学教員として成長するための支援は、一般的に共通する教育のための支援と、大学固有

の課題を解決できるような支援の両方が必要とされると考えられる。 

 

2.3.大学教育における教育改善プロセス 

 大学教員が自らの教授活動を改善するために、各大学で様々な FD プログラムが提供さ

れている。田中（2003）は、FD の活動を、各大学で提供される講演や研修プログラムを

受講する「啓蒙型 FD」と、教員の自律的な実践者同士が協働する「相互研修型 FD」の 2

つに大別している。わが国では、2008 年の FD 義務化以降、各大学が試行錯誤しながら、

教育改善に関する支援プログラムを提供してきていることから、啓蒙型 FD は多く実施さ

れるようになってきた。しかしながら、相互研修型 FD は、公開授業検討会(例えば田中 

1997;南木 2010 など)を中心に広く展開されるようにはなってきているものの、自発的

に教員同士が協働して教育改善を行うのは困難である。なぜなら、大学では先述の通り、

通常 1 人の教員が 1 つのコース(科目)を担当するため、学内に同じコースを担当する教

員がほとんどいないという状況から、専門性が高く、議論の足並みを揃えることが困難

であるからである。さらに、文化的な背景から、隣の研究室の教員がどのような授業を

行っているのかはシラバス以上に知る機会がほとんどないことも理由として挙げられる。

図 1 に示されるように、プログラム改善の主体は、教員集団の一部であり、授業やコー

スの改善主体は個々の教員である。このように、教員の協働による教育改善である相互

研修型の FD が、自律的に機能しないことは、大学のカリキュラムにおける授業やコース

とプログラムという 3 者間の努力が分断化されて、階層が失われる恐れがあると考えら

れる。個々の教員の授業やコースの改善努力とプログラムの改善を有機的につなげるた

めには、教員同士の協働による教育改善は欠かせないと考えられる。 

 ただし、大学教員は、必ずしも積み重ねられた経験値によって教育が自動的に向上す

るとは限らない。担当するコースによって、学生の規模や理解度という授業文脈が異な

るからである。さらに、大学を移った際には、担当するコースが変わることもあり、以

前は上手く進行したにもかかわらず、次のコースでは全く逆の結果が引き起こされるこ

ともある。このことから、大学における教育改善は学生について良く知ることからはじ

めることが重要となってくる（Bein 2004）。 
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るとは限らない。担当するコースによって、学生の規模や理解度という授業文脈が異な
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ともある。このことから、大学における教育改善は学生について良く知ることからはじ

めることが重要となってくる（Bein 2004）。 
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「 Reflection-on-action（ 行 為 に つ い て の 省 察 ）」 と い う 概 念 が 提 唱 さ れ た 。

Reflection-in-action は、行為中の省察であり、状況と対話しながら知を生成するプロ

セスである。これは、実践状況の持つ、不確実性や不安定性の状況における葛藤に対応

する際に用いる。一方で Reflection-on-action は、行為後の省察であり、行為中に生成

された理解の意味を改めて問い直し、内在的・探究論的なアプローチで、さらに批判的

に検討した上で、枠組みを再構成するプロセス（Argyris & Sch n 1974）である。実践

者はこの 2 つの省察プロセスをくりかえしながら新たな知を探求しているのである。 
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 このような省察プロセスを実現する教員の実践家像は「省察的実践家」と呼ばれる。

省察的実践家は、技術に習熟した専門家が教育の過程において、科学的な原理や技術で

説明しようとする「技術的熟達者」に対して技術合理的な技能にとどまらず、文脈に即

して思考様式の教育を探求するものとして規定されている。特に、何が起こるかわから

ない不確定な教授場面においては、教員が「技術的熟達者」モデルでは対応が困難であ

ることから、教員が省察的実践家になることが有効とされてきた（佐藤 1994）。 

 以上の理論背景から、わが国の教師の授業力量の形成に共通する概念として、1990 年

代から省察の概念が脚光浴びるようになってきており（木原 2004）、以後、教師と生徒

の授業実践の場面を分析する授業研究のアプローチが普及した（佐藤 1997）。 

 さらに、秋田（1996）は、初任教員と先輩教員との関わりが省察を促す協働過程であ

ることを示している。教師は、同僚性の中で教師としての〈私〉を語ることで省察が促

され自己を見出す方向性を創発していることを、具体的な教員同士の対話から課題とし

て呈した（木原 1995; 藤岡 1998; 澤本・田中 1999; 秋田 1998）。 

 このように初等・中等教育では、専門家としての教師の成長のためには、実践の中に

埋め込まれた活動から省察し、新たな知識の生成に向けた探求のアプローチを採用する

ことが主流となっている。 

 

3.2.省察的実践家としての大学教員 

 2 章で述べたような大学教育における課題点から、大学の教授学習プロセスは、初等・

中等教育よりもさらに不確実性が高いことや、成長プロセスに複雑性が存在することが

示された。このことから、大学教員が教授活動を改善するための方策は一義的に定義す

ることは難しい。したがって、大学教員は、外部からの教授改善のための情報を取り入

れるだけでは不十分であり、自らの教授活動の中で探求し、新たな実践知を創りだし、

自らが省察的実践家となることが持続可能な改善につながるためのポイントとなると考

えられる。 

 次に、大学教員が省察的実践家として、教授活動の改善に向けて獲得すべき知識につ

いて述べる。 

 

3.2.1.省察的実践家モデルの扱う知識 

 アメリカの教師教育の専門家である Shulman（1987）は、教師が持つべきティーチン

グに関する知識を（1）Pedagogical Knowledge（教え方に関する知識、以下：PK）、

(2)Content Knowledge（内容に関する知識、以下：CK）、（3）Pedagogical Content Knowledge

（内容を効果的に教える知識、以下：PCK）に分類している。松下(2009)は、このうち、

各学問領域の専門家である大学教員は CK を十分に持ち合わせているが、教育に関する訓

練を受けてきていないことから、PK や PCK に関しては知識が極めて限られていると指摘

する。 

 近年の大学教育への注目から、PK に関する知見は紹介されてきている（Chickering & 

Gamson 1987 ;Davis 1993 ;佐藤 2010; 池田ほか 2001 など）。しかしそれらの知見を自
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らの授業文脈の中でいつ、どのように使用するかということもまた、教員に委ねられて

いる。教員は、自らの授業文脈の中で持続可能な改善を続けるには PCK を獲得すること

が重要であると考えられる。 

 では、PCK とはどのような知識なのだろうか。PK と CK は、それぞれ相互排他的なもの

とされており、同時に実現するのは困難であるとされていた。しかし、Shulman は、PCK

の特徴を、専門知識を教育のためにどのような形で表出させるかの知識・学生の成長や

学習を踏まえた教授方略の知識・学生の良い学習状況を引き出すような教授知識と定義

しており、内容に応じて、分野特有の方法を実施し、教授のための内容が上手く整理さ

れていることが重要であるとしている。 

 このような PCK の性質について、佐藤（1993）は、理論的な概念や知識を実践の文脈

に即して翻案する思考の様式である「反省的実践家モデル」の知識であるとしているこ

とから、大学教員が PCK を獲得するためには、自らが反省的実践家となり、それぞれの

文脈に応じて自ら新しい知識を創りながら改善できるようになる高度な省察を行うこと

が重要であると考えられる。 

 

3.2.2.大学教員の省察 

 大学教育における教授学習プロセスには、先述のような課題があるものの、大学教員

は教授場面において、全く省察しないわけではない。学生を目の前にすると、実践の中

で Reflection-in-action と Reflection-on-action を 繰 り 返 し 、 そ こ か ら

Knowing-in-action を創り出しているだろう。しかし、問題はその省察をすぐに忘却す

ることにある。そのような省察のサイクルは、次の週、もしくは次年度に、異なる学生

を目前にすると、忘却によって、幾分分断され、生成された知識の一部は崩れてしまう

恐れがある。そこで、省察を促すツールや手立てを活用することで、省察のサイクルの

定着を高めることができると考えられる。 

 以上から、大学教育における教員の省察とは、「自らの教授活動の文脈に応じて学生の

学習を踏まえた上で熟考し、新たな PCK を生成する行為」であると定義づけることとす

る。 

 

4．大学教員の省察を促すツールや手立ての整理 
 本章では、教員の省察を促す既存のツールや手立てを整理することで、大学教員が省

察し PCK を獲得するための、1 つの手がかりとなるような枠組みを提示する。 

 秋田(1998)は、これまで行われてきた省察が、1 時間の授業に閉じられていたことや、

固定された個人内や組織集団に限定して検討されていたことに対して、対象とする内容

を同僚にまで広げた上で、教師らと子どもの学びの環境を捉え、省察することが重要で

あることを指摘している。そして、教師の成長を支える省察の枠組みを A: 省察の内容

枠組み（何を省察するのか）、B: 省察の修辞枠組み（どのような談話スタイルで省察す

るのか）、C: 省察の主体（誰が省察するのか）、D:省察の時期（いつ省察するのか）の 4

つに分類して示している。 
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 これまでの議論を踏まえて、大学教員をとりまく環境において秋田の枠組みを検討し

てみる。A:内容枠組みについて、先述の通り、同僚との相互性は、カリキュラム全体の

改善につながる重要な要素であると考えられることから、検討の対象を授業の構成員で

ある教員と学生にとどまらず、同僚との協調的な省察を視野に入れる必要がると考えら

れる。したがって、A の内容枠組みは、誰からの情報に基づくのかとして、大学教育に

おける教育改善のステイクホルダーである、教員（自分）・学生・同僚の 3 つの対象が想

定される。B:修辞枠組みについては、省察の対象となるものが、どのような情報なのか

をみることとする。A によって、対象が授業の構成員以外に拡張されたことから、省察

の内容が何について書かれたものなのかを分析することで、改善の意図を持った内容（示

唆）なのか、もしくは改善の意図はなくその場の理解から生成された内容（成果物）な

のかの違いが生じるだろう。ゆえに、B では、改善に示唆的な情報内容なのか、あるい

は、成果物の内容なのかを観点とする。C:省察の主体については、全て教員の教育改善

を目的としていることから、省くことができよう。D:省察の時期については、タイミン

グ と し て Reflection-in-action で 、 授 業 の 中 で 即 興 的 に 行 う の か 、

Reflection-on-action で、授業後に実施するのかの 2 つを検討することで、省察によっ

てどのような知識が得られるのかが分析できると考えられる。したがって、省察のタイ

ミングが in(事中)なのか、もしくは on(事後)なのかを観点とする。 

 以上、初等・中等教育ならびに大学教育において、省察を促すために提供されている

ツールや手立てとして示されている、鹿毛 （2007）および田口（2012）を参考にした上

で、〈Ⅰ：誰からの情報に基づくのか（A. 内容枠組み）、Ⅱ：どのような情報なのか（B. 

修辞枠組み）、Ⅲ：タイミング（D.省察の時期）〉という 3 つの観点で整理して表 1 に示

す。なお、大学教育の事例には、事例番号を太字にして示す。 

 表 1 から、Ⅰが同僚である場合、Ⅱは、示唆的な情報であり、タイミングも事後に限

表 1 大学教員の省察を促すためのツールや手立ての整理 
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で、〈Ⅰ：誰からの情報に基づくのか（A. 内容枠組み）、Ⅱ：どのような情報なのか（B. 

修辞枠組み）、Ⅲ：タイミング（D.省察の時期）〉という 3 つの観点で整理して表 1 に示

す。なお、大学教育の事例には、事例番号を太字にして示す。 

 表 1 から、Ⅰが同僚である場合、Ⅱは、示唆的な情報であり、タイミングも事後に限

表 1 大学教員の省察を促すためのツールや手立ての整理 
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定されることがわかる。Ⅰが学生である場合、情報は、成果物であることが大半であり、

タイミングは、事中と事後の両方ある。Ⅰが教員（自分）の場合、情報の内容とタイミ

ングは共に両方あることが示された。 

 

5．まとめ 
 本稿では、大学教育における教授学習に関する課題点を抽出した上で、目的に応じた

省察を促すためのツールや手立ての特徴を整理して、大学教員が教育改善に向けて省察

するための、枠組みを提示した。その結果、誰からの情報源に基づくのかによって、得

られる省察内容が特徴付けられることが示唆された。このような枠組みは、大学教員が、

自らの教授活動において省察を行うための手がかりとなり、PCK 獲得のきっかけとなる

と考えられる．しかしながら、本稿では、省察の枠組みを提示したに留まっている。今

後、省察の情報源に基いて具体的に得られる省察内容を分析することを通して、省察と

PCK との関連性について分析していく。 
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The purpose of this study is to establish a framework for promoting 
teachers’reflection in higher education. Teaching, learning, growth, and 
educational improvement processes are important features of higher education. 
Thus, it is necessary for higher education faculty members to reflect on their 
teaching activities in order to improve the education they provide. There are also 
categorized tools and fields for promoting teachers’ reflection. As a result, it  is 
essential to analyze these categories from the viewpoint of teachers who either use 
their own information or receive it from their colleagues or students. The findings 
of the current study can lead teachers to reflect on their teaching activities and 
acquire pedagogical content knowledge (PCK). In the future, further reflective 
analysis of each category is required. 
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大山：大学における教員の省察を促すための枠組み


